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法令名 漁港漁場整備事業 法令番号 昭和２５年法律第１３７号 

手続名 漁港施設の処分の許可 根拠条項 第３７条第１項 
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１．漁港は、区域内の各種の施設が総合に関連しつつ総合体として機能するものであるため、処分する施設が単一の施設であっても、

当該処分による漁港機能全般に与える影響について十分に配慮がなされていること。 
 
２．漁港施設の処分は、次の各号の一に該当するものであること。 
（１） 漁港施設の効用を増進する目的で行う場合 
（２） （１）以外の施設処分のうち、本来の用途若しくは目的を妨げない限度においてする場合 
 
３．補助金等に係る予算の適正化に関する法律により処分の制限をうける漁港施設にあっては、同法第２２条の規定による農林水産大 

臣の承認を得ていること。 
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